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本稿は、2013年に実施された国際教員指導環境調査 (TALIS2013)の結果分析を通して、

日本の教師教育研究に求められる課題を考察するものである。具体的には、 TALIS2013

の分析から、次の 3点を提示した。l. 日本の教師は自らの専門性開発に対して高い意欲

を持っているが、実際には人的資源の不足や長い労働時間などによって自己効力感を得

にくい状態となっており、専門性開発および教職アイデンティティの葛藤状況に置かれ

ていること、 2. 教員の専門性開発に関する葛藤状況は「メンバーシップ型雇用」が生み

出す教員文化や学校文化と深くかかわっており、日本型雇用システムの視点からの再検

討が求められていること、 3.学校環境、学級環境の違いが教師の専門性開発のニーズの

多様性を生み出しており、今後の教師教育研究には子どもや学級、学校の多様性を活か

す教師教育プログラムの開発が求められていること、である。

最後に、教師教育は多くの国で国民統合の手段としての役割を担ってきたが、今後

TALISをはじめとする教師教育研究の国際化・標準化が進めば、国や地域の多様なニー

ズに応える教師教育研究をどう支えていくのかというあらたな課題が生じることを指摘

した。
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はじめに

OECDは、 2007~ 2008年にかけて OECD

に加盟する 24か国の教員を対象に、第 I回国

際教員指導環境調査 (Teachingand Learning 

International Survey、以下 iTALIS2008J と

呼ぶ)を実施した。これは、教員の指導環境と

労働環境に焦点をあてた初の国際比較調査とい

える。 TALIS2008では、質の高い教育につな

がりやすい指導環境、労働環境とはどのような

ものかを明らかにするため、前期中等教育段階

の教員と校長を対象とした質問紙調査を実施し

た。その後 OECDは、 2012年9月から 2013年

6月の聞に、日本を含む 34か国・地域の前期中

等教育段階の教員および校長を対象に、第2回

TALIS調査(以下 iTALIS2013Jと呼ぶ)を行っ

た。TALIS2013は、日本は初参加であったため、

日本の教員の指導環境および労働環境の特質を

国際比較によって明らかにしたものとして注目

を浴びた。しかしこの調査が教師教育研究に

おいてどのような位置を占め、どのような課題

を明らかにしたものなのかについては、いまだ

ほとんど言及されていない lo

キさいとう さとみ 東洋大学文学部教育学科

そこで本稿では、まず OECDが実施した

TALISの歴史的背景および TALIS2008と

TALIS2013との違いを整理することで、その位

置と役割を明確にし、次に TALIS2013の結果

にもとづいて、日本の教師教育研究にどのよう

な課題が求められているかを考察する。とくに、

TALIS20l3からみたとき、教師をとりまく指導

環境がどのような専門性開発 2のニーズをもたら

しているのか、またこれらのニーズに応えるた

めに今後の教師教育研究に何が求められるかに

ついて考察し、論点を整理したい。
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1. TALlSに至る歴史的背景

OECDは、 1970年代から教師の現職研修に関
する調査研究 (In-serviceTraining) と政策提

言を実施してきた 30 これらの研究を通じて提

起されたことは、主に次の 2点であった。第 l

に、勤務する学校に焦点をあてた研修 (school

focused in-service education)の有効性、第2に、

教師を成入学習者と位置づけ、教師のニーズか

ら出発した専門性開発を考えること、である。

教師や学校に求められる社会的役割が、その地

域の歴史的、文化的、社会的背景と深く結びつ

いていることを考えれば、 OECDのこうした提
言は一定の意味を持っていた九

さらに、 1990年代以降の情報化とグローパル

化は、教師教育に大きな影響を与えた。情報化

は専門性開発における新たなニーズ領域と教師

不足を生み、グローパル化は子どものエスニシ

ティの多様化と国境を越えた教師の移動を促し

た。たとえばイギリスやドイツの公立学校では、

国外で教員資格を取得した者を教員として採用

することが可能となっている 50

その結果、指導環境が厳しい地域においては

教師の離職や教師不足が生まれ、教育の質の低

下がもたらされた一方で、教師の充足がもたら

される地域もあり、人的資源の偏在と教育の格

差が拡大した。教師の専門性開発のニーズや教

師教育のあり方を、指導環境など社会的文脈の

なかでとらえる必要性は、グローパル化により

さらに高まったといえる。そこで、各国の教師

がどのような専門性開発のニーズを抱えている

のか、またそうした専門性開発を促し、教師が

職業を継続するうえで重要な自己効力感・職務

満足感を高める環境とはどのようなものかを調

査分析するため、 TALISが企画・実施されたの

である。

したがって、教師の専門性開発や自己効力感・

職務満足感は、学校や地域の社会的、文化的背

景や社会変動との関連で分析する必要がある。

たとえば、 学校に移民の子どもが集中するよう

になれば、その学校や教師にはこれまでにない

役割や専門性が求められる。 TALISにおける教

師の 「専門性Jには、教師に共通に必要な知識
や技術に加えて、学校が抱える課題を実践や研

究を通して理論化し、教師集団で連携しながら

解決していく力量が含まれていると言えよう。

なお本報告では、 TALIS2013を主たる分析対象

とする。

2. TALlS2013の目的、方法および結果の概要

2.1 TALlS2013の目的、方法、質問項目

TALIS2013は、 2012年9月から 2013年6月

の聞に、日本を含む 34か国・地域の前期中等教

育段階の教員および校長を対象として質問紙法

により 実施された。教師の指導環境について国

資料 1: TALlS2013の調査対象となった平均的な教員像および学校

輔平均的1&学授の燦.
主rぷ今読者 p 浅さ 対%ミ惨劇僻ま議 選 8，薄目 立喜多;ゑ 議

11公倒防数S胞の割合 国公立82%、私立1mb S公立銃汚b、総立1びゐ
当E後数平均 546人 357人

数民数平均 45人 24人

一学級当たりの生徒数 24人 31人

鱒支緩鵬 教員 14人につき1入 数鍵 12人iこっき 1人

療型軽・経盟まの'... 教員6入Ii:っき 1人

その鍛 数量曜と没後との側係letf愛好

<出典> 国立教育政策研究所 (2014)r教員環境の国際比較J、明石書居、 p.7.
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際比較可能なデータを収集し、教育政策の提言

に資することを目的としている。2008年に第 1

回調査が実施されたが、日本は第2回調査が初

参加である。国立教育政策研究所 (2014) によ

れは， TALIS2013の調査対象となった平均的な

教員像および学校は資料 1のとおりである 60

また、調査の枠組みは TALIS2008とほぼ同様

で、以下のつに大別できる io

①教員と学校の概要 (勤務年数、 雇用形態、

教育資源、学校の雰囲気等)

②校長のリーダーシップ

③専門性開発

④教員への評価とフィードパック

⑤教員の教育に対する信念、指導実践、学級

の環境

⑥教員の自己効力感と仕事の満足度

しかし、 TALIS2013とTALIS2008の質問項

目を比較対照する と、後掲の資料2、資料 3の

ように、 TALIS2013においては追加あるいは削

除された質問項目が多数ある 。そこで、教員質

問紙にどのような質問項目が追加、 ì~iJ 除された

のかを見ることで、 TALIS2013の位置と役割を

明らかにしたい。なお、資料2は、 TALIS2008

の教員質問紙(英語版)と TALIS2013の教員質

問紙(日本語版)を比べ、あらたに追加された
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質問項目を抜き出したものである 目。

資料 2をみると、追加された質問項目は、主

に以下の4つの領域に大別できる。

① 教員養成および現職研修の内容および1ぷ

果(問 11、12、14、19、22、25)

② 教員の勤務環境お よび勤務内容 (I日115、

16、17)

③ 教師としての自己効力感、職務満足感 (問

13、34、46)

④ 対象学級、勤務校の状況 (問35、36、40、

43、44)

また資料 3から、 TALIS2008から削除された

質問項目は、以下の3領域に大別でき る。

① 受けたJ[i拡能開発の日数

② 教員評fillIとフィードパ ッ夕、 学校運Ji?r'

に対する意見

③ 対象学級の状況 (問35、37、39、40)

これらのことから、 TALIS2013は、TALIS2008

の調査項同に比べ、教員の専門性開発、勤務環

境や教師としての自己効力感により大きな関心

を寄せているといえよう。なお、 TALIS2013の

日本語版質問紙には、 TALIS2013の英語版質問

紙で実施された以下の 3つの質問項目は掲載さ

れていない。

47. How strongly do you agree or disagree 

資料2.TALIS2013にあらたに追加された質問項目

(教員質問紙日本語版から抜粋。聞の番号は、質問紙のなかの質問番号を示す)

問4 あなたが非常勤で働いているのはどうしてですか。

IHj 9.あなたの中学校段階での担当授業全体において、特別な支援を要する生徒がどのくらい

いますか。

問 11あなたは教員養成段階や1iJI修プログラムを修了しましたか。

問 12.あなたが受けた公的な教育や研修には、以下のことが含まれていましたか。

問 13.授業の際、 以下のこと はどの程度準備できていると思いますか。

問 14あなたが受けた公的な教育や研修には、 以下の教科等の分野が含まれていましたか。

問 15今年度に、あなたは以下の教科等をこの中学校 (又は中等教育学校前期課程)で教えま

したか。

問 16.直近の「通常の一週間」において、指導 (授業)、授業準備、採点、他の教員との共同作

業、職員会議への参加、その他あなたの学校で求められている仕事に、合計でおよそ何時間 (1

時間=60分換算)従事 しましたか。

問 17.この合計のうち、直近の「通常の一週間」において、およそ何H寺間(1時間 =60分換算)

指導(授業)しましたか。

問 19初めて教職に就いた際、何らかの初任者研修プログラムに参加しましたか (しています

か)。

円
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問20.あなたは、現在、組織内指導 (メンタリング)に参加していますか。

問22.過去 12か月の間にあなたが参加した職能開発には、以下のことが含まれていましたか。

また、それはあなたの指導にどの程度良い影響がありましたか。

問25.過去 12か月の間にあなたが参加した職能開発に、以下のことはどの程度合まれていまし

たか。

問28.あなたの学校では、あなたへのフィ ードパックとして、以下のことをそれぞれどなたが

行いますか。

問34あなたの指導において、以下のことは、どの程度できていますか。

問35対象学級の構成についてお尋ねします。以下の特性をもっ生徒の割合を推定してくださ

し、。
問36対象学級におけるあなたの指導は、ほとんど全てが特別な支援を要する生徒に割かれて

いますか。

問40.対象学級は、あなたが教えている全ての学級の中で、どの程度標準的な学級だと思いま

すか。

問43.対象学級において、以下の生徒の学習評価方法をどのくらいの頻度で使いますか。

問44あなたの学校について、以下のことはどの程度当てはまりますか。

問46最後に、あなたの仕事全般についてどのように感じているかをお尋ねします。以下のこ

とは、どの程度当てはまりますか。

<出典> 国立教育政策研究所 (2014)r教員環境の国際比較j.明石省出. pp.218-230. 
注)1. T ALIS2008の教員質問紙英語版の質問項目は合計で43問、 TALIS2013の教員質問紙英語版の質問項

日は合計で491日jである。ただし、 TALIS2013教員質問紙日本語版は、46問で構成されている。
2. 紙幅の都合により回答の選択肢は省略した。 詳しくは国玄教育政策研究所 (2014) を参照。 なおまi~似

の質問であっても回答の選択肢が異なるものは上記に含めた。

資料3.TALlS2008の質問項目のうち、 TALlS2013では採用されなかった質問項目

(教員質問紙英語版から抜粋。項目の数字は、質問紙のなかの質問番号)

10. How long have you been working as a teacher at this school? 

12. 1n a1l， how many days of professional development did you attend during the last 18 

months? 

13. Of these， how many days were compulsory for you to attend as part of your jobs as a 

teacher? 

17 Thinking about less formal professional development， during the last 18 months. did you 

participate in any of the following activities. and what was the impact of these activities on 

your development as a teacher? 

19. 1n the last 18 months. did you want to participate in more professional development 

than you did? 

21. From the f01l0wing people. how often have you received appraisal and/or feedback 

about your work as a teacher in this school? 

25. Regarding the appraisal and/or feedback you received at this school ， to what extent do 

you agree or disagree with the following statement? 

26. Concerning the appraisal and/or feedback you have received at this school. to what 

extent have they directly led to any of the following? 

32. Below you can find statement about the management of your school . please indicate 

4A 
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your perception of the freQuency with which these activities took place during the current 

school year. 

33. We would like to ask you about the main <ISCED Level 2> subjects that you teach 

in this school in this school year. 

35. What is the actual name of the subject you teach this <target class>? 

36 Was the teaching of this subject part of your academic training? 

37 What is the year/grade level of this <target class>? 

39. How would you describe the ability of students in this <target class>? 

40. For this <target class>. please estimate the broad percentage of students who have the 

following characteristics. 

<出典> OECD (2010) TALょ52008Technical Report. pp.259-271 
注) 1. T ALIS2008の教員質問紙英語版の質問項目は合計で43問、 TALIS2013の教員質問紙英語版の質問

項目は合計で49問である。ただし、 TALIS2013教員質問紙日本語版は、 46問で構成されている。

2. 紙幅の都合により回答の選択肢は省略した。詳しくは国立教育政策研究所 (2014)を参照。なお類

似の質問であっても回答の選択肢が異なるものは上記に含めた。

with the following statement concerning your 

personal attitudes? 

48. Have you ever been abroad for 

professional pursoses in your career as a 

teacher education/training? 

49. If yes in previous Question， what were 

the purpose(s) of your visit(s) abroad?9 

2.2 T ALlS2013の調査結果

一日本版報告書の再検討一

国立教育政策研究所 (2014) は、日本の調査

結果に着目し、調査結果から得られた主な知見

を以下のように分析している。ここではこの分

析を資料4を参照しながら再検討することから

始めよう。

(1)質の高い指導を行う上で妨げとなっている事項に

ついて回答した校長の学校に所属する教員の割合が

多い項目は、参加国全体では「資格を持つ教員や有

能な教員の不足J(38%)、「特別な支援を要する生徒

への指導能力を持つ教員の不足J(48%)、「支援職員

の不足J(47%)である。日本はこれらの回答がいず

れも参加国平均を大きく七回っており 10、その背景と

しては、教員の業務量の多さ、勤務時間の長さによ

る多忙感の未解消や、生徒の抱える課題の多様化に

よる専門的スキルの必要性が高まっていることがあ

ると考えられる。

(2)教員の職能開発への参加の障壁としては、参加国

平均では「職能開発の日程が自分の仕事のスケシ、ユー

ルと合わない」が多いが (51%)、日本では平均をさ

らに大きく上回っている (86%)。日本では、次いで

「費用が高すぎるJ(62%)、「雇用者からの支援が不

足J(60%)の割合が高い一方で、 「参加する誘因(イ

ンセンテイブ)がないJ(38%)の割合が参加国平均

(48%)に比較して低く 、自己研績の意欲は比較的高

し、。

(3)教員の回答による一週間あたりの仕事にかける時

間は、参加国平均では 38時間であるが、日本は最も

多く 54時間である。また、これとは別の質問で、教

員が指導(授業)に使ったと回答した時間は、参加

国平均では週 19時間に対し、日本の教員は週 18時

間で同程度であり、日本の場合、 一般的事務業務な

ど授業以外の業務に多くの時間を費やしている。日

本では放課後のスポーツ活動など課外活動の指導に

かける時間が週8時間で、参加国平均の週 2時間よ

りも顕著に多い。

(4)調査では、教員に対し、自分の指導において、学

級運営、教科指導、生徒の主体的学習参加の促進に

関連する各項目がどの程度できているか(自己効力

感)を質問している。日本ではいずれの側面におい

ても、自己効力感の高い教員 (1非常に良くできてい

るJ1かなりできている」と回答した教員)の割合

が参加国平均 (70~ 92%) を大きく下回る(16~ 

54%。日本は「ある程度できている」と回答した割

に
JRd
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資料4 日本の教員の自己効力感 ー OECD参加国平均との比較一

表12.1 教員の自己効力感【学級建穏について]
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<出典> 国立教育政策研究所 iOECD国際教員指導環境調査 (TALlS)のポイントj

http://www.nier.go.jp/kenkyukikaku/talis八mgs/talis_points.pdf、2014年 9月 20日。

合が多い)。各項目別に見ると、 学級i運営と教科指導

については自己効力感の高い教員の割合が相対的に

高い(一つの項目を除き、 43-54%)が、生徒の主

体的学習参加を促進することについては特に少ない

(16 -26%)。ただし、例えば学級illi営の秩序に関す

る客観的な状況を問う他の質問では、日本は参加国

平均よりも良好な結果になっており、自己効力感が

低いことは客観的な達成度とは別の嬰因(謙虚な自

己評価を下す傾向、 目標水準が高い等)による可能

性がある 110

国立教育政策研究 (2014)の上記の分析につ

いて、下のような課題を指摘することができる。

(1) 日本では、学校における教育資源、とく

に人的資源の不足を指摘する教員の割合が高く、

国立教育政策研究所 (2014)はこの背景として、

教員の業務量の多さや多忙感、生徒の課題の多

様化を挙げている ヘ しかし、 多忙感や課題の多

様化の本質を明らかにするためには、どのよう

な学級環境お よび学校環境にある教員が人的資

源の不足を より強く問題だと感じているかを分

析することが重要である。たとえば、教員質問

紙の問 35では、教員の対象学級における「母語

が日本語ではない生徒Ji学業成績が低い生徒」
「特別な支援を要する生徒Ji問題行動を起こす
生徒Ji社会経済的に困難な家庭環境にある生徒j
「学業に関して特別な才能のある生徒」が占める

割合の推定を求めているC また校長質問紙の問

15においても同様の質問を設定し、 資料 5のよ

うな回答を得ている。資料5からは、日本の教

員の学校環境、とりわけ生徒にかかわる要因は、

OECD参加国平均に比べて厳しいとはいえない

ことがわかる。 しかし、日本の教員の週あた り

の労働H寺間は 54時間と参加国平均 38時間を大

幅に上回っている。とくに放課後の謀外活動の

指導にかける時間は週8時間で参加国平均の週2

時間を上回る。多忙感の背景に長時間労働があ

ることは確実だが、問題はその長時間労働をつ

くり出している学校環境は何かという点であろ

つ。
また一方、教員質問紙の問 44では、教員が仕

事全般についてどのように感じているか(例・「自

分の学校を良い職場だと人に勧めることができ

るJi現在の学校での自分の仕事の成果に満足し

に
U
p
h
d
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資料5. T ALIS2013の校長質問紙の回答結果にみられる日本の学校環境
表 2.4.1 獲量院で使う積摘が母帽ではta:い主主僚のいる学綬の敏民の割合

んV鍵調障で後怒鍵傷事鳴j

弘、z苛Ii>~ 圃・E極
以上の学校特性について回答した校長の学校に所属する教員の劃合。

1 これらのテ タは校長が推定した回答によるものである。

出所 OECD (2014) Table 2.12 web2より抜粋。

以上の学校特性について回答した校長の学校に所属する教員の劃合。

1 これらのデ一台は校長が推定した回答によるものである。

2. r特別な支援を要する生徒」は、精神的、身体的又は情緒的に困難な条件にあることによって、特別な学習を行う必要性が公式に認定さ
れている生徒を指す。「学力の高い生徒 (Giftedstudents) Jは、本調査及びその他の OECD調査において定義される「特別な支援Jを
要するとは見なされない。

出所 OECD (2014) Table 2.12 web2より抜粋。

以上の学校特性について回答した校長の学校に所属する教員の割合。

1 これらのデ-)1は校長が推定した回答によるものである。

2. r社会経済的に困難な家庭環境jとは、住居、栄養、医療などの生活上必要な基礎的な条件を欠いている家庭環境を指す。それらの家庭
は補助金やその他の楕祉給付金を受け取っているか、受け取る資格がある状況にあるが、受けられる福祉の種類は固によって異なる。

出所 OECD (2014) Table 2.12 web2より抜粋。

出典:国立教育政策研究所 (2014) ~教員環境の国際比較』 、明石書庖、 p.66.

ているJ)を尋ねている(資料6)。資料6からは、

日本の教員の職務満足感はいずれの項目におい

ても参加国平均を大きく下回っており、教員が

職務満足感を得にくい葛藤状況にあることがわ

かる。教員の職務満足感の低さ、教職アイデン

ティティの低さを生み出している日本の背景要

因を、再度学級環境および学校環境との関連か

ら明らかにし、地域や学校に応じた多様な教師

教育を生み出す必要がある。

(2)日本では、職能開発を妨げる要因として

「職能開発の日程が仕事のスケジュールと合わな

し、」を挙げた教員の割合が高かったことからも

教員の多忙が背景にあることがうかがえる。実

際、教員の勤務時間は、調査参加国 34か国の中

でも最長で、とくに課外活動の指導時間が長い。

また一般的事務業務の時間も長い。なぜ日本の

教員の職務範囲が広く、労働時間が突出して長

いのか。職能開発を労働問題の一部としてとら

え直す必要がある。
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(3) 日本の教員が感じる職能開発のニー ズ

は、 「担当教科等の分野の指導法に関する能力」

(56.9%)、「担当教科の分野に関する知識と理解j

(51.0 %)、生徒の行動と学級経営 (43.0%)、特

別な支援を要する生徒への指導 (40.6%)、個に

応じた学習手法 (40.2%) の順に高い。しかし、

参加国平均ではまったく異なる傾向を見せてい

る。参加国平均でニーズの高い順に見ると、「特

別な支援を要する生徒への指導J(22.3%)、指導
用の ICT技能 (18.9%)、「職場で使う新しいテ

クノロジーJ(17.8%)、「生徒の行動と学級経営」
(13.1 %)、「多文化又は多言語環境における指導j

(12.7%) となっている 130 日本はいずれの領域

でも職能開発のニーズが高いが、担当教科にお

ける指導法や知識、生徒指導、学級経営に対す

るニーズがとくに高いことは注目される。OECD
参加|国平均とこれほど大きく異なる背景に何が

あるのか、とくに指導環境とニーズとのかかわ

りを分析する必要がある。
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3. TALlS2013からみる教師教育研究の課題お

よび今後の論点

「教師の専門性を明示することの難しさj、「教

職アイデンテイテ ィ確保の難しさ」はこれまで

もたびたび指摘されてきた 140 今回の TALIS調

査は、こう した困難さが、OECD諸国のなかで

資料6. 各国における教員の職務満足感(抜粋)

も日本において強く表れていることを国際比較

によって示した。ただ、なぜ日本において強く

表れたのか、日本においては他の職業も同様な

のかについては明らかになっていない。そこで、

教日Hiの専門性開発と教職アイデンテイテイの日

本的特徴を再検討するにあたって、ここでは 3

1 教員質問紙の問46rあなたが仕事全般についてどのように感じているかをお尋ねします。以下のことは、どの程度当てはまりますか」
という質問に対し、表中に示した項目それぞれについて「非常に良〈当てはまるJr当てはまるJr当てはまらないJrまったく当てはまら
ないjのいずれか一つ選んで回答してもらっている。表中の数値は、f非常に良く当てはまるJr当てはまるjと回答した教員の割合である。

O
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J
 



つの論点を提示したい。
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3.1 教員の専門性開発や学校文化を日本型雇用

システムの視点、カ=ら再検討すること

ここまでの TALIS2013の分析から、日本の

教師は専門性開発への意欲は高いものの、その

実現には人的資源や時間などの物理的要因、学

校環境などの社会的な要因があり、葛藤状況に

置かれていることがわかった。しかしこうした

問題は教員だけに生じている問題だろうか。こ

の問題を考えるにあたって、まずは演口桂一郎

(2013)の分析とその視点を手がかりにしたし、

演口 (2013) によれば、 雇用システムの多くは

「ジョブ型」と「メンバーシップ型」に大別でき

るという。漬口のいう 「ジョブ型」とは、原則的に、

職務、労働時間、勤務地が限定されるものであ

る。ジョブ型の場合、欠員が生じたときに人員

募集が行われ、職務が消滅したときには解雇が

行われる。これに対し 「メンバーシァプ型Jとは、
原則として職務、労働時間、勤務地が無限定で

ある。定期的に新卒一括採用が行われ、配置転

換可能である限り解雇は正当とみなされない 150

上記の分類を敷桁すれば、日本の教員の雇用

システムはメンバーシップ型に近い。たとえば、

日本の教員は広域採用であって、勤務地は必ず

しも限定されていない。TALIS2013の調査結果

によれば、日本の教員は他のOECD諸国に比べ
て労働時間が顕著に長く、また職務も多様であ

る。部活動指導が教員の労働時間のなかで大き

な比重を占めていることは、日本の教員の職務

の範囲が幅広いことの一端を示している。ただ

長い労働時間にもかかわらず日本の教員のなか

には 「部活動」指導を重視する教員も多い。部

活動というコミュニテイには、日本の労働社会

に参入する際に求められる「メンバーシァプJ
の形成作用があることを、一部の子どもや保護

者、教員が経験的に感知していると考えられる。

日本の教員文化、 学校文化は、「メンバーシ ップ」

が求められるという点で、日本型雇用システム

と深層で連動しているのではないか。教師教育

研究は、雇用問題、労働問題の視点からの再検

討が求められている。

3.2 子ども、学校、地域の多様なニースから教

師教育をとらえ直すこと

教師の専門性開発に対するニーズが指導環境

によって異なることは、国や地域でニーズが大

きく異なることからも推論できる。TALIS2013

の教員質問紙では、対象学級の特徴や背景をと

らえるため、母語が日本語でない生徒の割合、

学業成績が低い生徒の割合、特別な支援を要す

る生徒の割合、社会経済的に困難な家庭環境に

ある生徒の割合、などの推定値を尋ねている 160

しかし、これらの調査結果と教員の専門性開発

のニーズや自己効力感との関連は、TALIS (2014) 

や目立教育政策研究所 (2014)ではほとんど報

告されていない。オンラインデータにその一部

があるのみである。教師教育研究の中でこうし

た子どもの多様性をどう位置づけるかについて

の検討が必要であろう。また子どもの多様性に

応じて、カリキュラムや学習方法の個別化・多

様化、学習評価方法の多元化、教員養成プログ

ラムや教員採用段階における教員の文化的多様

性の重視、 School-basedの現職プログラムの開

発なども今後の優先課題といえる。

3.3 ナショナリス、ム、グ口一パリズムを超えて

教師教育をとらえ直すこと

公教育を国民統合の手段と位置づける公教育

観が支配的な地域や時代においては、教師教育

に対する政策的な意思決定は国家(州)によっ

てなされてきた。しかし、グローパル化、市場化、

財政の悪化等によって教育政策における国家の

地位の相対化が進めば、教師教育と国家、地方

自治体との関係も変容を迫られる。国家や市場ー

からの自律性を確保するためには、どのような

空間的広がりで教師教育を考えるべきかを議論

する必要がある。またグローパル化と無縁に生

きることが困難な一方で、 一部には各大学が自

らの手によって教師教育カリキュラムを設計で

きるようになったスペインのような事例もある

170 教員免許制度や公的研修に依存しない、教師

や学校、地域発信型の教師教育プログラムの可

能性を議論していく必要があるのではないか。

TALISは、国家の政策提言に向けた国際比較

研究であるが、国内データの再活用によって、

教師の専門性開発につながる指導環境とはどの

ような環境なのかを社会的文脈の中で明らかに

する可能性を秘めている。一方でこれが教師教

育の標準化、 一元化として利用されれば、それ

ぞれの学校や子ども、教amの抱える多様性が格
差と して固定化する危険性もある。TALISは、

Q
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教師教育の国際比較研究がもつあらたな可能性

と限界を示唆している。

i主・引用文献

l日本教師教育学会第 24回大会の特別謀題研究「教師教育にお

ける今後の課題を考える」の中で行われた斎藤の報告 「教員

環境の国際比較と教師教育研究の諜題」が、 TALIS20日結果

の分析にもとづいた教師教育研究への提言を行った。

2 ここでは TALISにおけるprofessionaldevelopmentを 「専

門性開発」と訳した。医l立教育政策研究所 (2014)r教員環境

の国際比較 OECD国際教員指導環境調査 (TALIS) 20日

年調査結果報告書』では 「職能開発」と訳されている。[職能」

(正式には職業能力)とし寸用語は、すでに 「職業能力開発

促進法J等で 「職業能力とは、職業に必要な労働者の能力を
いう」と定義されているが、 TALISでは調査分析の対象を職

業能力全般ではなく、教師固有の職務に必要な資質や能力に

限定して焦点を当てていることから「専門性」を採用した。

3 このかんの経緯については、大野雅敏 (1978)rOECDに

おける教師教育政策の課題と動向Jr日本比較教育学会紀要』
第4号、および今津孝次郎 (1995)r教師教育研究の国際化Jf大

学と教育j第 15号を参照。

40ECDによる 1970年代以降の教師教育関連の文献には、 王

として以下のようなものがある。

OECD (1971) Tl出nJ!lg.Recruitment ;wd (j(ljization o( T，白chersin 

Prim.:'lξy and SecondalY Educalioll 

OECD (1974) New Pmrerns 01 r.四cherEducatJ()[] and Tasks: G，四eraJ
~ lIaJysis. 

OECD (1976) New Pilltems of r.回c11erEduCfltioll ellld刀sks:Teache月

as Jnnovmors， 

OECD (1978) InnOl'alioll Jll In-service Educarioll alld TrmnJllg 01 

Teachers: Prilclice ilfld 7古田ξy.

OECD (1979) 7初cberPoJicies in a New COlltext 

OECD (1982) Jn-service EducalI(}/] and Trailling 01 Teachers: .4 

COlldition for EducarionaJ Change. 

OECD (1990) The Te，7cher Today. Tasks 白川'UOlJS，Policies. 

OECD (1994) Qualiry UI Teacl]]!Jg. (仰l利1I月、木村慾太郎共訳

rOECD教育改革論 教授と教師の質』学芸図書、 1998年)

OECD (1998) 5臼vingAhead: ln-serl'ice Trc7iIlIng and Teac!Jer 

ProfessionaJ Developmenr. (奥田かんな訳 f教師の現職教育と職能
開発 OECD諸国の事例比較j ミネルヴァ書房、 2001年)

OECD (1998) 仙 klng.Ihe Curru:uJum Work. (嶺井正也監訳 『カ

リキュラム改革と教員の職能成長ー教育のアカウンタ ピリ

ティ ーのためにjアドバンテージサーハー、2001年)

OECD & UNESCO (2001) Teilchers for Tomorrow's Schools 

.4na1.岡崎ofthθWorldEducatioll fndicators 200J Eddion 

OECD (2005) T，四 ci1ersA4atter: A ttracling DeveJoping and Retaining 

E必ctil'eTeac加'r5.(国立教育政策研究所国際研究・ 協力部監訳

I教員の重要性ー優れた教員の確保・育成・定着ーj、明石書広、
2005年)

OECD (ω20∞0ω9) ρ回 f仰/川刀'g.Et.必岳C叩[11'1町'e~ηb匂'adω'1]]叩11.川'l1ga叩IIdL回rm川'ngEnv.刊'/ro，仰J刀?叩叩me凹凹11

丹日J月3訂tRes印u/的t侶S斤ωο叩仰mT目'ALよβ5，(斎藤盟美監訳 『町OECD教員白沓 一労効J果
的な教育笑E践主と学習環境をつくる 〈第l回OECD国際教員指

導環1境克調1査!f.(げTALIS)報告書)J明石書応、 2012年)
OECD (2014) TALlS 2013 ResullS: An Inrernalional Perspecril'e仰

Teacbing and Learning 

5教 員の 医l家 間の移動に ついて は、 OECD(2005) Teacbers 

i\ 1~7tteょ Attracting. Deve/oping c1nd Retainjng Effective Teachers. (国立教

育政策研究所国際研究・協力部監訳 「教員の重要性ー優れた

教員の縫保・育成 ・定着 j、明石書応、 2005年)および木

戸裕 (2014)rボローニャ ・プロセスと教員養成制度改革←

ドイツの事例を中心として ーJ(日本比E校教育学会第 50回大
会発表資料)に詳しい。

6ただ本稿では、こうした平均的な教員像にも とづいて教師教

育を構想すること には限界があるということを提起しておき

たし、。それは、地域や子ども、親の教育に対するニーズ、教

育を実現するための財政基錠等は、地域や学校によって多様

であるため、それらすべてに共通の教育環境を求めることは

困難であり 、国際比較の目的にもそぐわないからである。国

際比較調査は、むしろ多様性の存在を前提に分析を行うほう

が実際的であろう。

7詳しくは、国立教育政策研究所 (2014)r教員環境の国際比較

OECD国際教員指導環境調査 (TALIS) 2013年調査結果報

告沓U.明石書!苫を参照。
8 TALIS2008には日本が参加していないため、残念ながら日本

語版は存在 しない。本稿の関心は TALIS20日から浮かび上

がる日本の教師教育の課題であるため、 TALIS20日 に関して

は日本語版を用いた。

9 OECD， http://www.oecd.org/edu/school/Questionnaires%20 

T ALIS%202013.pdf. 2014年9月20日取得。

10日本の調査結果は、「資格を持つ教員や有能な教員の不足」

(79.7%)、「特別な支援を要する生徒への指導能力を持つ教員

の不足J(760%)、「支援職員の不足J(724%)である。(前
掲国立教育政策研究所 。2014)pp.8-9 

11 国立教育政策研究所 (2014)r教員環境の国際比較 OECD 

国際教員指導環境翻査 (TALIS)20日年調査報告書J、明石
省庖、 pp.7-26から抜粋

12、同上、p.68

13 国立教育政策研究所 (2014)r教員環境の国際比較 OECD 
国際教員指導環境調査 (TALIS) 2013年調査報告書j、明石

沓庖、 pp.l30-131

14久冨善之 (2008)r教師の専門性と アイ デンティティj、動草
沓房、pp.22-28

15 i貰口桂一郎 (2013)r若者と労働 「入社」の仕組みから月浮き
ほぐす』、中央公論新社

16国立教育政策研究所 (2014) ~教員環境の国際比較 OECD 国

際教員指導環境調査 (TALIS)20日年調査結果報告書j 明

石書!苫、 p.228

17 OECD (2010) Educating Teachers for Diversir_v (斎藤里美監訳

『多様性を拓く教師教育 多文化時代の各国の取り組みj.明

石警!苫， 2014年)pp.289-295 

また教育以外の分野でのロー カリゼー ションの動きとして

は、 |羽磯野・ 藤津雄一郎 (2014)rグローパリズムの終駕 経
済学的文明から地理学的文明へ』、農山漁村文化協会を参)'君。

岩崎正弥 高野孝子 (2010)r場の教育 「土地に娘さす学び」
の水脈j 、農山漁村文化協会、も 同様の[~J きを紹介している 。

n
u
 円。


